
技術者、技能者の確保

（加速化措置）
○ 被災地と被災地以外の建設企業が共同する復興ＪＶ制度の導入

被災地域 入札不調の
要因の一つ

岩手県、宮城県及び福島県の復旧・復興工事において、迅速かつ効率的な施工が確保されるよう、
地域における雇用の確保を図りつつ、広域的な観点から必要な体制を確保

・地域外の建設企業（技術者等）を活用

・工事現場に専任する技術者はＪＶで１名でも可とする。

復興ＪＶ

・技術者の不足等により地域の
単体企業のみでは担えない

被災地域

被災地域外の
建設企業

被災地域の
建設企業

⇒災害時の協業システムとして今後活用

・ＪＶ制度などで入札に参加できる
仕組みを要望

被災地域外

入札不調の
要因の一つ

復興ＪＶ制度

（主な効果）
○ 26年2月1日現在 合計１８３件の復興ＪＶが登録

（ 宮城県 114件、岩手県 24件、仙台市 6件、石巻市 24件、東北地方整備局 3件、森林管理局 12件 ）

○ 復興JＶによる落札 ： 累計６４件


